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研究要旨: 加速器トンネルのような巨大な閉空間での使用が可
能な防災アプリを開発する。双方向通信により、避難経路指示と
いったような一方的な情報伝達だけでなく、災害時の情報を関係
者で瞬時に共有、トンネル内の全作業者の位置をリアルタイムで
把握、災害近傍の作業者からの写真等によるフィードバック等も
可能にする。開発した防災アプリを実際に J-PARC MR 加速器ト
ンネルで使用して有用性を実証すると共に、同じような閉空間を
持つ施設等への適用を模索する。また放射線測定を付け加えて位
置測定と連動させて機能統合するといった、防災アプリの発展性
についても研究する。 
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A． 研究目的 

東日本大震災で申請者が J-PARC Main Ring 
(MR) 加速器トンネル内で被災したことが、

本研究の発端となっている。残念ながら震災

時においては、適確な避難誘導が実施された

とは言い難い。従来からの加速器トンネル入

域システムとして、ビーム運転時に入域者が

いないことを担保する Personal Protection 
System (PPS) と、放射線防護の為のフィルム

バッジとアラーム線量計を携行するシステム

が連携して動作して、安全を担保している。

震災以降、これとは別に地上で作業監視員を

設け、病気や事故、災害発生時に迅速な対応

を取る体制を敷いているが、十分とは言えな

い。最大の問題点は、1.5 km 以上もの長さを

持つ円形トンネル内の、「どこ」に「何人」

の作業者が居るかが、地上でリアルタイムに

把握できていない点にある。 
2015 年より申請者はトンネル内での防災に

多くの経験を有する飛島建設と共同研究を行

い、地下防災システムにおける無線 LAN 測

位システムの耐放射線性能の検証を行ってき 
 

た。本測位システムでは、モバイル端末を測

位センサとして利用し、情報通信と同時にモ

バイル端末の通信位置を特定する。既にトン

ネル等の建設現場において活用されている技

術であるが、加速器トンネルに適用するため

には放射線耐性を検証する必要がある。共同

研究では、ビーム運転中は測位システムの電

源をオフすることでデバイスの寿命を有意に

伸ばすことが実証され、放射線環境下での使

用に目途が付いた。 
本開発研究では労働安全衛生総合研究の方

向性である IoT を活用した安全管理システム

の開発を行う。システムを MR の加速器トン

ネル全周に展開し、入域者全員に防災アプリ

が導入されたモバイル端末を携帯してもらう

ことで安全性の飛躍的な向上を目指す。多く

の作業者に利用してもらってフィードバック

をかけ、安全システムの一部として運用可能

な領域まで開発を行う。並行して広報活動に

努め、国内外の加速器施設はもとより、工場

等、同様の閉空間を持つ施設等への適用を提

言する。なお大規模加速器施設に限れば、ド

イツにある DESY 研究所の European XFEL 研

究施設が唯一、位置モニタリングを用いた入

域者管理を行っているが、本研究で開発する

双方向通信が可能な防災アプリまでの導入は

行っていない。J-PARC で導入されれば世界

初の事例になるものと考えられる。 
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B． 研究方法 

J-PARC MR 加速器トンネルでは年間に 100
名を超す作業員が入域し、延べ千人日を超え

る作業が実施されている。この研究施設にお

いて位置モニタリングシステムを有した防災

アプリの実証実験を行い、開発した安全管理

システムの有効性を評価する。本防災アプリ

の特徴である位置モニタリングシステムと双

方向情報伝達システムは災害時において、管

理者からの避難指示等を一斉に配信して情報

伝達するだけでなく、既読機能による作業者

の応答確認、位置モニターによる避難状況の

確認が可能である。作業者側から災害現場等

を映像撮影して配信することも可能で、地上

の管理者を含めた関係者が災害状況の共有を

可能にするシステムを導入する。 
防災アプリは有事の際に使用されなければ

意味がない。東日本大震災の際、筆者は数十

メートルの距離にトンネル脱出棟があったに

もかかわらず数百メートル先の入域場所から

避難した、苦い経験がある。頭には入っては

いても普段使用していないと、咄嗟の際には

思いつかない、良い教訓と言える。本防災ア

プリについても同様なことが言え、管理者と

作業者の双方が本アプリを平常時にも活用し

ていることが、有事の際に威力を発揮するも

のと確信している。早い段階でシステムの運

用を開始し、利用者からのフィードバックを

得てシステムを段階的に発展させる。また研

究発表等を通し、国内外の加速器施設等へシ

ステムの普及活動を行い、他の研究施設への

展開を促進することも予定している。 
防災アプリの運用開始後は、１）災害時対

策の充実へ向けての研究開発、２）安全シス

テムへの組み込みに向けての研究開発、３）

日常使用の利便性向上、４）他施設への展開

（広報活動）の 4 本柱で研究を進める。防災

システムの完成という観点からは、特に２）

の研究開発が重要となってくる。既存の安全

システムは主に放射線防護を念頭に構築され

ているためとても高度なものとなっている。

当初は防災アプリを既存の安全システムに組 
 

み込むことを考えていたが、莫大なコストと

安全性の確認に数年程度かかることが判明し、

適当な協力会社も見つからないことから、独

立した安全システムの構築を目指すことに変

更し、研究開発を行った。 
 
C． 研究結果 

初年度（2019 年度）からの運用開始を目標

にしていたが、導入前の複数回行った試験の

それぞれで課題が見つかり、次々と新バー

ジョンを導入する事態に陥った。アプリ自身

の見た目が毎回かなり変わるため、ユーザが

混乱するとの判断から運用開始は１年見送り、

バージョンを固定しての暫定運用をグループ

内の作業者に利用してもらう形で行った。グ

ループ内作業者からはフィードバックをお願

いし、日常使用の利便性向上を図った。また

防災に必要不可欠な停電時対策も並行して整

備した。当初計画では非常発電の電気系に組

み込むことを考えていたが、トンネル内だけ

でなく管理者端末やサーバー等、地上建屋の

複数個所で組み込み改修をしなければならず、

追加工事が高額になることがわかった。そこ

で近年のリチウム電池の発達に伴い、3～5 年

程度だった寿命が 10 年程度まで延びた UPS

（無停電電源装置）の利用を検討し、問題な

く使用できることを確認した。 

ユーザからのフィードバックとして、地上

建屋の電源棟での無線 LAN Access Point 

(AP) 整備が提案された。加速器のメンテナ

ンス中にトンネル内電磁石を地上の電源で通

電して試験することが頻繁に行われるが、本

アプリを活用すればより安全な通電試験が可

能である。通電に関係のない作業者であって

も、トンネル入域の際、本アプリが導入され

た専用のスマホ端末を持っていれば、通電さ

れている電磁石に近づくと端末からバイブ

レーション等で通電中である旨の警告を発す

ることができ、感電事故の防止に大いに役立

つ。そこで電源棟間にある既存の光回線網を

利用し、電源棟内の光配線も整備、また注意

喚起機能のアプリ拡張開発も開始した。 
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次年度（2020 年度）の 7 月よりユーザ利

用の運用を開始した。マニュアル等の整備を

行い、トンネル入域者は誰でも防災アプリが

導入されたスマホを携帯してトンネル内で活

用できる。各電源棟と搬入棟に AP を整備し

て光配線を開通させ、主要な建屋で防災シス

テムが利用可能にした。また停電時対策とし

てリチウム蓄電池を地上建屋に配備し、全

AP とサーバーPC に対して蓄電池を介して電

源供給するようにした。切り替えしないので

サーバーPC がダウンして防災アプリが使用

できないという状況は起こりにくい。2020

年 7 月 4 日の計画停電（J-PARC 地区を含む

JAEA 全所停電）では、蓄電池により防災シ

ステムが停電後 12 時間以上稼働することを

確認した。また AP の放射線耐性に必要な

ビーム運転時における電源 OFF 行う装置を

開発し、運転に同期して自動で AP 電源を

ON/OFF することが可能になった。停電時対

策と AP 電源自動 ON/OFF を導入できたことで、

防災システムとして完成したと考えている。 

当初からの予定であった、防災アプリの位

置測定と放射線測定との連携も開発を実現し

て導入した。2020 年 6 月 10 日のメンテナン

ス日に専用の放射線測定器とスマホを携帯し

てトンネル内に入域し、通路の残留放射線量

測定を行った。測定器とスマホを USB 接続し

てアプリを立ち上げるだけで、1 分毎に測定

された放射線量がサーバーに自動記録される。

取得データを表示させるソフトも整備し、既

知の残留線量と比較を行った。記録された位

置と放射線測定量に乖離等はなく、正確にト

ンネル内通路の各点での残留放射線量が測定

されたことが確認された。なお使用した専用

の放射線測定器はきちんと校正された測定器

との測定値比較を行い、問題ない範囲で一致

することを確認している。また予定になかっ

た映像通信の研究開発も実施した。映像通信

は放射線管理区域であるトンネル内作業の遠

隔支援を可能にし、無用な被爆を避け、また

コロナ時代にマッチした利便性向上ツールと

も言える。スマホ付属カメラを活用すること 

 

 

で、1 対 1 ではあるが複数回線も可能にした

映像通話を実現している。2020 年 7 月 31 日

に行われた防災訓練では、仮想事故現場にス

マホをセットしてライブ配信を行い、事故指

揮所で遠隔地である仮想事故現場をモニター

することも行っている。 

 なお 2020-2021 年はコロナ禍で研究開発が

滞った時期でもあった。ここまで記述した研

究は主にコロナ禍前に計画・設計したもので

あり、開発・試験は遅れが多少生じるものの

大きな影響は受けていない。問題は開発を協

力してもらっている研究者が現場である J-

PARC に来所するのが難しい状況が続き、現

場状況に即した開発が進まない結果となって

しまったことである。防災システムの運用開

始後は B.研究計画で挙げた４本柱を念頭に

研究開発を行う予定であったが、やむを得ず

いくつかの部分で修正を行い、また繰越申請

も行って 2022 年度も研究揮発を継続し、本

防災システムの発展性について展望が見渡せ

るところまで完成するよう計画を修正した。 

 2021 年度のコロナ禍状況でも３）の日常

利便性向上は進展することができた。既に過

年度に開発した放射線測定との連動だが、さ

らに QR コードを導入してスキャンすること

で位置の精度を上げ、QR コードに紐づけし

た位置とその時の放射線測定値を自動記録す

るようにして、作業の利便性を向上させた。

また映像通信についても 360°カメラを導入

してトンネル内の無人監視や高放射線環境下

での作業監督も実現、被爆抑制を含めた作業

の省力化を行っている。さらにユーザフィー

ドバックで得られた注意喚起機能を開発して

導入した。トンネル内の残留放射線量が高い

領域や通電が行われる区域を予めアプリ内で

設定できるようにし、危険区域に近づいた場

合は自動的に警告を発してスマホ端末携帯者

に知らせる機能を防災アプリ付加している。

スマホ端末から詳細な情報を得られると共に、

トンネル内に不慣れな作業者でも危険に対し

て注意を促すような仕組みにし、防災システ

ムとしての性能向上を果たした。 
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難題であった２）の安全システムへの組み

込みについては 2021-2022 年度に精力的な研

究開発を実施した。B.研究計画で既に述べた

ように、独立した安全システムの構築の方向

で検討を進めているが、そこで問題になって

くるのはスマートフォンの携帯率である。防

災アプリを利用するためには専用のスマート

フォンを携帯する必要があるが、トンネル内

に入域するのに携帯を義務付けることを現状

は行ってない。使い勝手の良いように改良を

継続しているが、残念ながら携帯率は半分程

度に留まっている。この状況を打開するため、

我々は自動追尾が可能なロボットの活用に着

目した。作業者に追尾するロボットに情報端

末を携帯させれば、作業者自身が端末を携帯

する必要はなくなる。この他ロボットに見回

り巡回させてトンネル内の映像を取得し、自

動で映像解析を行って通常と違う異常を検知

する試みも開始した。この着想の下、2021

年度にロボットを MR トンネル内に持ち込ん

で自律走行の試験を行った。またロボットが

行くことができない区域をカバーするため、

ドローンのトンネル内試験飛行を実施した。

ロボットやドローンが取得した映像の解析も

行い、自動解析・異常検知の検討も行ってい

る。いくつか技術的な課題が見つかったため

2022 年度も継続して試験等を継続した。特

にコスト的な問題を解決すべく、台車ロボッ

トの独自開発を行って試験を実施した。市販

の台車ロボットにカメラと LiDAR（Light 

Detection And Ranging）を搭載し、人検知

追随や指定位置自動移動を実現させる試みを

行った。また台車ロボットにドローン基地

（充電スタンド）を運搬させ、ドローン飛行

継続時間の課題解決を図った。ソフト・ハー

ド共に更なる作り込みが必要と考えられる結

果となったが、ロボット・ドローン活用の有

効性は認められ、展望的に期待が持てる結果

となった。 
１）の災害時対策の充実はアナウンスの自

動文字化や地震情報の自動文字配信等を検討

した。技術的には問題ないと考えられるのと、 
 

 

将来的に音声の自動文字化の技術は飛躍的に

進むと考えられるため、我々はより課題の多

いロボット・ドローンの開発に専念して研究

を推進している。 

４）の広報活動については積極的に論文発

表を行うと共に、異業種を含めた研究会等に

参加する予定であった。しかしながらコロナ

の影響で会議等は延期やリモート開催となっ

てしまった。本研究は議論が活発な特定主題

を取り扱う研究会での発表に適しているもの

と考えられ、2022 年度になっても発表の機

会が少ない状況にある。このような状況下で

あるが 2019-2022 年度の 4 年間で 8件の学会

発表（内 3 件の国際会議発表）、学会発表に

付随する 5 件の論文発表（内 1 件の英語論

文）、報道機関に向けたプレスリリース 1 件

（J-PARC 会場に 7 社が参加、数社が記事）、

そして高エネルギー加速器研究機構の 2021 

at KEK Annual Report でも英文で紹介され

た。学会発表の際に用いたものの抜粋を資料

1、J-PARC プレスリリースを資料 2、KEK 

Annual Report での該当ページのコピーを資

料 3として添付する。 

 

D． 考察 

早い段階でユーザ利用が開始され、停電時

対策等の整備が進んで防災システムとして実

証できたことは大変嬉しい。またユーザから

のフィードバックを受け、当初予定になかっ

た機能を持たせることに成功したことも大変

有意義だったと考えている。一方で利用率は

半分程度に留まったため、少しでも作業者が

負担を感じるようなものは強制力無しでは難

しいと実感した。放射線安全が主目的の現行

安全システムに対し、統合ではなく独立の方

向性を考え、かつ強制力の必要ないロボッ

ト・ドローンの活用に活路を見出し、開発と

試験を繰り返して将来の活用に目途を付けた。

加速器トンネル等の研究施設や工場等におい

て、災害時の安全を担保する防災システムの

在り方に一つの解を示したと考えている。 
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E． 結論 

防災アプリとしては 2年以上の期間に渡り

安定に稼働しており、完成したと見なすこと

ができる。今後も継続して使用することで、

ユーザからのフィードバックを得て、将来の

防災システム構築への指針に充てたい。また

研究会などの機会を捉えて、J-PARC MR 加速

器トンネルで実現した防災システムの宣伝や

議論を行い、他研究施設等で採用されるよう

働きかけていく所存である。さらに独立した

安全システム構築を念頭にロボット・ドロー

ンの活用を視野に入れ、将来、他研究施設等

で採用されて導入が実現するよう、継続して

努力を行う予定でいる。 
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